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震災時に想定される避難所運営の課題
―防災訓練参加者調査から―

渡 辺 裕 子

Ⅰ．問 題

遠からず起こりうる危機と認識されている大地震への対応の課題は多岐に渡
る。対応すべきレベルでは，個人，近隣社会，地方自治体や国などに分けるこ
とができる。また，震災発生直後からの時間軸についても，発生２～３日以内
の緊急救援期，３ヶ月程度以内の避難援助期，それ以後の復旧期，長期的な社
会の再建期など，いくつかの局面を設定できる１）。本稿ではこれらのうち，近
隣社会のレベルの非難援助期における避難所（地域防災拠点）運営の問題を取
り上げる。
災害対策基本法によれば，市町村自治体は地域防災計画にもとづき，避難所

の指定・運営・管理を行うこととされている。しかし，自治体の当該部署担当
者からは，「行政の支援は震災発生２―３日以降となることが多いため，発生
初期は住民自らが担う必要がある」などの声が聞かれる。他方で，住民の側は
避難所の運営についてどのように考えているのであろうか。また，どのような
住民が協力意思を持っているのか。協力できない場合の理由は何か。さらに，
どのようにすれば地域のつながりを強くし，大震災が発生した場合に円滑な避
難所運営ができるのであろうか。これらの問題を，２０１２年９月に埼玉県飯能市
で実施された九都県市合同防災訓練参加者を対象とした調査にもとづき，検討

１）例えば，西山（２００７：６９）は阪神・淡路大震災後のボランティア活動の展開
に関する研究において，第１期：緊急救援期（震災後１週間），第２期：避難救
援期（１９９５年１～３月），第３期：復旧・復興期（１９９５年４～１２月），第４期：生
活再建期（１９９６～１９９７年），第５期：まちづくり・社会のしくみづくり期（１９９８
～１９９９年），第６期：市民社会の再構築期（２０００年～現在），に分けている。
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することを目的とする。
本稿の構成は以下の通りである。次節において調査の概要と調査対象の特徴

について述べた後，まず第Ⅲ節で，「避難所運営に対する意識」について，「年
齢層」ごとに住民の考え方がどのように異なっているのかを示す。第Ⅳ節では，
「東日本大震災の被災者・被災地に対する意識と行動」や「日常的な地域活動」
との関連を，分析する。結論を先取りすると，避難所運営に対する考え方には
「年齢層」による違いが大きい。また，東日本大震災に際して取られた各人の
意識・行動との関連はそれほど強いものではない一方で，日常的な地域活動の
重要性が示される。そこで第Ⅴ節では，第Ⅲ節・第Ⅳ節の結果をふまえて，避
難所運営の課題に即してさらに分析を行い，それに対処するための方策につい
ても若干述べることにしたい。

Ⅱ．調査の概要と調査対象者の基本的属性

１．調査の概要
調査実施主体は，駿河台大学経済学部の本研究グループ２），及び，防災訓練

を企画・実施した埼玉県・飯能市である。訓練は埼玉県の中央会場となった飯
能市内の運動公園と，市内の小学校区単位の会場とに分かれて実施された。こ
のうち，本調査対象は後者の会場における参加者で，１４学校区の住民と市立小
学校児童の保護者である。
調査期間は２０１２年９月２日～３０日である。訓練日当日（９月２日）に各会場

で調査票を配布し，回収もその場で行った。ただし，記入する時間がなかった
場合には郵送とした。また，防災訓練当日は悪天候となり，配布が十分にでき
ない，訓練が中止となるなどの事情が一部の学校区で生じた。そのため，後日，
小学校や自治会を通して調査票を配布するなどして，未参加の人にも回答を依
頼した。
調査票には本防災訓練に対する評価のほかに，防災意識・知識や東日本大震

災への協力などに関する質問が含まれている。また，個人の基本的属性（年
齢・性別・同居家族・職業）や，関連する質問として，日常的な地域活動につ

２）渡辺裕子と南林さえ子である。また，調査員として，渡辺ゼミ・南林ゼミを
中心とした本学学生が参加した。
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いても尋ねた３）。
本稿ではこのうち図１に示すように，「Ａ．避難所の望ましい運営主体」と

「Ｂ．避難所への協力意向」（被説明変数）を中心にとりあげる。Ａ，Ｂは①，
②の各２問からなっており，「年齢層」（説明変数１）との関連の分析について
は計４問の結果を図２～図５に示す。一方，「東日本大震災の被災者・被災地
への意識や行動」（説明変数２），及び「日常的な地域活動への参加」（説明変
数３）との関連は，Ａの①と②，Ｂの①と②の回答をそれぞれ統合した上で分
析を行っている（図６～図９）。なお，その際に用いた分析の手続きについて
は第Ⅳ節で述べる。

２．調査対象者の基本的属性
回答者は「地域住民」と「児童の保護者」に大別されるが，それぞれ７３８人

（４５．８％），７１７人（４４．６％）であった。その他，市役所職員・小学校教員・駿
河台大学調査員の６２人（３．９％），無回答９２人（５．７％）を含み，計１，６０９人
（１００．０％）である。
性別・年齢別の人数内訳は表１に示す通りである。男性は６０歳代が中心層で

４割を占めているが，自治会会員の参加者が多いためである。これに対して，
女性は３０歳代・４０歳代が７割に上るが，児童の保護者としての参加が多いこと
による。その結果，性別の合計では，４０歳代と６０歳代が多い二双分布となって

３）本調査の分析結果については今後、順次発表する。防災訓練の評価、震災時
の心配ごと、防災への備えや知識については、『経済論集』次号の南林論文にて
掲載の予定である。遠隔地からの東日本大震災への協力（募金、震災ボランティ
アのあり方）については、本研究の中心的な課題であるため、別稿で報告する。

図１ 本稿の分析枠組み
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いる。回答者は市全体の人口構成とはかなり異なるため，分析に際しては注意
が必要である。
職業別（図表は省略）では，６０歳未満では，男性は「フルタイム」が大半で

９０．０％である。一方，女性は多様である。「パート・アルバイト」が４５．３％で
半数近くを占めているが，「無職」が３０．０％，「フルタイム」が２３．４％である。
６０歳以上になると「無職」が多く，女性は７３．４％に上り，男性でも４９．５％と半
数を占める。

Ⅲ．避難所運営に対する意識

１．避難所の運営主体
⑴ 年齢層別の回答
避難所の運営に関して誰が中心になって行うことが望ましいかを，①救援物

図２ 避難所の望ましい運営主体：
①救援物資の分配・その他―年齢層別
df＝１５，χ２＝６６．８４（p＝０．０００）

表１ 性別・年齢別の人数内訳

２０歳
未満 ２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳

以上 無回答 合計
（人数）

男性
女性
無回答

０．０%
０．２%
０．０%

３．１%
３．１%
０．０%

６．４%
３５．３%
８．０%

１５．９%
３４．５%
０．０%

１５．８%
８．２%
０．０%

３９．４%
１３．４%
８．０%

１９．０%
３．８%
０．０%

０．３%
１．５%
８４．０%

１００．０%（ ７２１）
１００．０%（ ８６３）
１００．０%（ ２５）

合計 ０．１% ３．０% ２１．９% ２５．６% １１．５% ２５．０% １０．６% ２．２% １００．０%（１，６０９）
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資の分配やその他の運営と，②被災者の要望事項のとりまとめ，に分けて質問
した。回答は「学校区の住民」「設置場所の学校教員」「震災ボランティアや
NPO」「飯能市役所の担当部署（以下，簡略のため「行政」）」の中から１つを
選択してもらった。
図２は①救援物資の分配等について示したものであるが，全体として回答は

「学校区の住民」と「行政」に二分される。ただし年齢層別にみると，５０～６０
歳代では前者が多い。
図３は②被災者の要望事項のとりまとめについて示しているが，全体では

「行政」が最も多く，「学校区の住民」が次いで多い。とくに２０～３０歳代では
「行政」を頼る傾向が顕著であるが，５０歳代では意見は半々に分かれ，６０歳代
になると逆に「学校区の住民」のほうが多くなる。
「設置場所の学校教員」は，本調査では望ましい部門としてほとんど選択さ
れていなかった４）。また，「震災ボランティア・NPO」は若い年齢層を中心に，
とくに救援物資の分配等では期待が高いが，任務が被災者要望のとりまとめに
なると急激に減少する。

４）学校長の立場はあくまでも避難場所の施設管理者であるが，阪神・淡路大震
災では初動期に避難所の８割が教職員をリーダーとしていたとの調査結果もあ
る。神戸市教育委員会（１９９５）『阪神・淡路大震災 神戸市立学校震災実態調査
報告書』。吉川忠寛（２００７：１４７）からの重引。

図３ 避難所の望ましい運営主体：
②被災者要望のとりまとめ―年齢層別
df＝１５，χ２＝８２．７５（p＝０．０００）
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⑵ 住民による運営意欲の低さ
行政は避難所の指定・運営・管理に対する責任を負っているが，実際の立ち

上げや運営は必ずしも法の規定通りに行われるわけではない。避難勧告によら
ずに住民が自主的に立ち上げを行ったものを，追加的に承認する場合もある
（松井 ２０１１b：１５３―１５４；庄司・伊藤 ２０１２）。現実的には臨機応変の対応が
望まれ，住民のエンパワメントが不可欠である。
とはいえ，１９９５年の阪神・淡路大震災後に神戸市内の全自治会・町内会を対

象に行った調査によれば，避難所の運営にあたった住民組織は１５．５％に過ぎな
かったという５）。佐々木ら（２０１２：６０）による東日本大震災におけるある事例
では，住民組織の立ち上がりの遅れにより，２０１１年３月１３日から４月１９日まで
は学校が運営していた。４月２０日に学校が始業式を迎え本来業務に戻ったこと
で，ようやく住民による自主運営に移行した。しかしながらその後，自主組織
は解散し，解散後は役場が運営を担うことになったという。
今日，全国的に自治会・町内会の機能は低下しこそすれ，向上しているとは

いえない状況である。本調査の図２及び図３の結果からも，とくに若い年齢層
ほど，「救援物資の分配は震災ボランティア・NPOに，住民要望のとりまとめ
は行政」とする回答が多い。確かに現実には住民中心の避難所運営はそう容易
ではない。しかし，少なくとも住民要望のとりまとめなどは，学校区の住民自
らが担うべきであろう。

２．避難所への協力意向
⑴ 年齢層別の回答
避難所開設２～３日後にスタッフやボランティアの募集が行われた場合，活

動に参加するかどうかを，①自宅が無事で生活の継続が可能な場合と，②自宅
が損壊し避難所にとどまる場合，に分けて質問した。回答は自分の意向に最も
近いものを１つ選択する方式である。選択肢は不参加については，①，②とも
に同じで，「病気や体力上の理由で参加できない」または「仕事や介護・育児
のため参加できない」である。一方，参加の選択肢については，①と②でワー

５）横田尚俊（１９９６）「〈災害とコミュニティ〉再考」『すまいろん』冬号。松井（２０１１
a：７２）からの重引。
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ディングがやや異なる。①の場合は「避難所開設中は継続的に参加する」と「数
回程度であれば参加する」に，②の場合は「避難所のスタッフとして参加する」
と「避難所生活に必要な役割・作業を分担する」に分かれている。
これによれば，自宅からの通いの場合に積極的な「継続的」参加は少なくな

いものの，避難所で生活する場合に「運営スタッフ」として参加してもよいと
考えているのは少数であることが示されている。年齢層による回答の幅につい
てみると，図４から，①自宅で生活できる場合，「継続的」な参加意向を示し

図４ 避難所への協力意志：
①自宅が無事で生活の継続が可能な場合―年齢層別―
df＝１５，χ２＝２９４．０２（p＝０．０００）

図５ 避難所への協力意向：
②自宅が損壊し、避難所で生活する場合―年齢層別―
df＝１５，χ２＝２４６．０５（p＝０．０００）
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たのは１３～４２％であり，「数回程度」は４５～６４％である。図５から，②避難所
で生活する場合，「運営スタッフ」としての参加意向があるのは８～２１％，「必
要な役割・作業を分担する」のは６１～７５％である。
避難所で主力となる年齢層は５０―６０歳代であることが予想される。ただ

し，２０歳代では，自宅で生活する場合に継続的に参加する者は多くないものの，
避難所で生活する場合には「運営スタッフ」を担う意欲が比較的高い。また不
参加の場合，７０歳以上では病気や体力的な理由を２割の回答者があげている。
３０―４０歳では仕事・育児などを理由にあげている回答者が多く，とくに３０歳代
では３割にのぼる。

⑵ 運営スタッフの不足
運営スタッフの偏りは，少数派となる層の視点や意見が反映されないといっ

た問題を生じやすい。しかし，避難所の担い手は年齢層別にみて，かなりの偏
りが生じることが予想される。２０歳代は３０―４０歳代に比べて運営スタッフとし
ての参加意向が高いが，家庭的責任があまり重くないことが理由として考えら
れる。そのため，２０歳代は日常的に地域に根ざした生活をあまりしていないが，
うまく取り込む方法を見出すことができれば，高校生などの１０代も含めて活用
が可能になるであろう。問題となるのは，３０―４０歳代が概して部分的な参加に
とどまる点である。この年齢層の不参加理由については，第Ⅴ節で分析するこ
とにしたい。

Ⅳ．避難所運営に対する意識の関連要因

以下では，取り上げる具体的な変数と手続きについて述べた後，避難所運営
に対する意識の関連要因として，始めに東日本大震災の被災地や被災者に対す
る意識・行動を，次に日常的な地域活動を示す。

１．分析の手続き
前節の分析からは，避難所運営に対する意識は年齢による違いが大きいこと

が明らかにされている。回答への年齢の影響をコントロールする必要があるた
め，ここでは回答者を「地域住民」と「児童保護者」に分割する。それはこの
区別によって，５０歳代以上と４０歳代以下に年齢層がおおよそ分けられることに
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加えて，防災訓練参加上の立場が区別され，簡便な方法ながら２つの要因をほ
ぼ同時に統制できるためである。

⑴ 避難所運営に対する意識
図１に示したように，避難所運営に対する意識は，「Ａ．避難所の望ましい

運営主体」と「Ｂ．避難所運営への協力意向」について２問ずつ設定されてお
り，計４問となっている。しかし，本節では分析が煩雑になるのを避けるため，
各２問の回答を組み合わせて，ＡとＢをそれぞれ１つの被説明変数とする。
「Ａ．避難所の望ましい運営主体」では表２に示すように，「①救援物資の分
配等」と「②被災者要望のとりまとめ」のうち，後者をより本質的な業務と考
え，基本的に後者の回答によって５分類した。すなわち，「②被災者要望のと
りまとめ」を「学校区の住民」がすべきとする回答を「１．自助中心」，「震災
ボランティアやNPO」とする回答を「２．共助中心」とした。ただし，「市役
所の担当部署」がすべきと考える回答についてはさらに，「②救援物資の分配
等」では他部門とする場合を「３．公助中心」，両方を担うべきとする場合を
「４．一貫公助」に分けた。「設置場所の学校教員」という回答は少数であっ
たため，「５．その他」とした６）。
「Ｂ．避難所運営への協力意向」は表３に示す方法により，回答を５分類し
た。すなわち，「②避難所で生活する場合」に運営スタッフとして参加する意
向を示した者を「１．運営スタッフとして参加」とした。次に，スタッフとし
ては参加しないけれども必要な役割を分担する者で，「①自宅で生活できる場
合」には継続的に参加するという回答を「２．積極参加」と，数回程度であれ

表２ 避難所の望ましい運営主体：
「①救援物資の分配」と「②被災者要望のとりまとめ」の回答分類

②被災者要望のとりまとめ
①救援物資の分配

学校区の
住 民

設置場所の
学 校 教 員

震災ボラ ン
ティアやNPO

市役所の
担当部署

学校区の住民 １．自助中心 ５．その他 ２．共助中心 ３．公助中心

設置場所の学校教員 １．自助中心 ５．その他 ２．共助中心 ３．公助中心

震災ボランティアやNPO １．自助中心 ５．その他 ２．共助中心 ３．公助中心

市役所の担当部署 １．自助中心 ５．その他 ２．共助中心 ４．一貫公助
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ば参加するという回答を「３．部分参加」とした。その他の回答は①と②のい
ずれかで不参加を表明しているが，「４．仕事・家事等の理由で不参加」と「５．
健康・体力上の理由で不参加」に分けた。

⑵ 東日本大震災に際しての意識・行動
本調査では，東日本大震災における「募金行動」と「被災地ボランティアの

望ましさ」を尋ねている。これら自体の詳細分析は別稿で行う予定であるが，
ここでは自分が居住する地域の避難所運営に対する意識の説明変数として扱う。

表３ 避難所運営への協力意向：
「①自宅で生活できる場合」と「②避難所で生活する場合」の回答分類

②避難所で生活する
場合①自宅で

生活できる場合

健康・体力上の
理由で不参加

仕事・家事等の
理由で不参加

必要な
役割を分担

運営スタッフ
として参加

健康・体力上の理由で不参加 ５．健康・体力
上の理由で
不参加

５．健康・体力
上の理由で
不参加

５．健康・体力
上の理由で
不参加

５．健康・体力
上の理由で
不参加

仕事・家事等の理由で不参加 ５．健康・体力
上の理由で
不参加

４．仕事・家事
等の理由で
不参加

４．仕事・家事
等の理由で
不参加

４．仕事・家事
等の理由で
不参加

数回程度参加 ５．健康・体力
上の理由で
不参加

４．仕事・家事
等の理由で
不参加

３．部分参加 １．運営スタッ
フとして参
加

継続的に参加 ５．健康・体力
上の理由で
不参加

４．仕事・家事
等の理由で
不参加

２．積極参加 １．運営スタッ
フとして参
加

６）「自助・共助・公助」の概念は公共政策などの分野で広く使われている。例え
ば似田貝（２０１１：２２）は、防災思想における主体観は，「自助＝自己責任」「共
助＝近隣相互支援」「公助＝行政・ライフラインの防災機関等の公共組織」に分
けられるとしている。しかし，本稿の定義は，近隣の相互扶助を自助としてい
る点で似田貝とは異なる。今日では共助の幅が拡大しており，本分析では相互
扶助と外部からのボランティア活動を区別する必要性から，前者を自助，後者
を共助とした。
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被災者支援としての「募金行動」については，東日本大震災の発生直後から
２０１２年８月までの約１年半の期間の募金合計額７）を用いているが，以下の分析
では額の高低により，回答者を「１万円以上」の群と「１万円未満」の群に２
分割している。
一方，震災ボランティアは被災地に赴いてであれ居住地での受け入れであれ，

調査対象者には実際に活動をした者は多くないことが予想された。そこで参加
実態ではなく，「被災地ボランティアの望ましさ」を尋ねている。具体的には，
活動期間と自己負担額が異なる４つの仮想的活動ケース８）について，「１．望ま
しい（２点）―どちらともいえない（１点）―望ましくない（０点）」で回答
を得た。以下の分析では，４ケースの合計点（０―８点）を，「望ましい＝５
―８点」と「望ましいとはいえない＝０―４点」の２群に分割した。

⑶ 日常的な地域活動
取り上げる活動は，①福祉ボランティア，②公民館の講座，③地域の清掃や

環境活動，④自治会の行事や活動，である。これら①～④については，「１．
すでにしている―２．したい―３．誘われればする―４．あまりしたくない」
で回答を得ている。以下では，それぞれの活動において「すでにしている」群
を抽出し，いずれの活動にも参加していない群との比較を試みた。

７）筆者らが２０１２年１～２月に実施した埼玉県西部地区５市におけるボランティ
アを対象とした調査では，募金は複数回行われている場合が多く，３回以上が
５７％であった。渡辺（２０１２）を参照。
８）質問は「社会全体で継続的に応援していくために，次の行動や仕組みは，一
般的にどの程度望ましいと考えますか」とされている。ここで用いているのは
全７問のうちの，「飯能市から被災地への１日のボランティア（８千円を自己負
担）」「飯能市から被災地への１日のボランティア（３千円を自己負担，５千円
を募金から支給）」「飯能市から被災地への１週間のボランティア（１万６千円
を自己負担）」「飯能市から被災地への１週間のボランティア（６千円を自己負
担，１万円を募金から支給）」の４問である。また，質問自体はインパーソナル
な形式であるが，実際には回答者側にパーソナルな質問として受けとめられて
いたといえる。
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２．東日本大震災に際しての意識・行動との関連
表４は，東日本大震災に際しての意識・行動と避難所運営に対する意識の関

連分析の結果要約表である。ここでとりわけ問題の関心となるのは，多額の募
金をした者が，行政に依存するよりもボランティアの活用による共助志向など
が高いといえるかである。また，他の地域のための震災ボランティアへの参加
を望ましいと考える者が，自分の居住地域での避難所運営にも協力的といえる
か，である。表によると，想定された関連がおおむね支持されていることがわ
かる。ここでは関連がみられた部分について，結果を示すことにする。

⑴ 募金額との関連
図６は，「募金額」と「Ａ．避難所の望ましい運営主体」との関連を，地域

住民と児童保護者の別に示したものである。これによると募金額が「１万円以

表４ 東日本大震災に際しての意識・行動と避難所運営に対する意識の関連
―結果要約―

避難所に対する
意識 関連要因 地域住民 児童保護者

Ａ．望ましい運営
主体

募金額 「１万円以上」で
は自助中心が多い

「１万円以上」では自助・共助中
心が多い傾向あり

被災地ボランティア 差なし 差なし

Ｂ．運営への協力
意向

募金額 差なし 「１万円以上」では積極参加が多
い

被災地ボランティア 差なし 「望ましい」では積極参加が多い

図６ 募金額の高低別にみた避難所の望ましい運営主体
―訓練の参加者分類別―
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上」の群では「１万円未満」の群と比べ，地域住民においては「自助中心」志
向が多い。また，児童保護者においては「自助＋共助中心」志向が多い傾向が
ある。
一方，「募金額」と「Ｂ．避難所運営への協力意向」との関連は地域住民に

おいては，「１万円以上」と「１万円未満」の２群の差はそれほど明瞭ではな
かった。これに対して児童保護者においては，２群の差が有意であった。すな
わち，「１万円以上」の群では「１万円未満」の群と比べて「積極参加」が極
めて多かった（図表は省略）。
募金額と年齢との間には，経験的にかなり強い相関関係が認められる９）。本

調査でも「１万円以上」の募金をしているのは，地域住民では４２％であるのに
対して，小学校の児童保護者では２５％程度と少数であった。つまり，児童保護
者における「１万円以上」の群はかなり志の高い層であり，そのことが避難所
運営の協力意向においても差になって現れたと考えられる。

⑵ 被災地ボランティアの望ましさとの関連
次に図７は，「被災地ボランティアの望ましさ」と「Ｂ．避難所運営への協

力意向」との関連を示している。被災地ボランティアを「望ましい」とする群
と「望ましいとはいえない」群には，地域住民においては差はない。これに対

図７ 被災地ボランティアの望ましさ別にみた避難所運営への
協力意向―訓練の参加者分類別―

９）総務省HP（２０１２．１０．１２）
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して児童保護者では有意な差があった。すなわち，「望ましい」とする群では
参加意向が高かった。
「募金額」に比べて「被災地ボランティアの望ましさ」では説明力が弱い。
それは，募金が行動の結果に関わる変数であり，客観的な基準といえるのに対
して，被災地ボランティアについては仮想的な質問での望ましさという，主観
的な意識レベルの変数を用いていることが，１つの理由と考えられよう。
ただし，避難所運営に対する意識には，東日本大震災に際して取られた行

動・意識よりも，基本的に地域住民か児童保護者かの違いが大きいことがみて
とれる。そのことは，回答者の年齢差に加えて，地域活動への関与のあり方が
強い規定力を持つ可能性を示唆している。

３．日常的な地域活動の影響
住民によって非日常的な大震災で取られた行動には日常的な地域活動が極め

て重要であったことが，これまで多数の研究によって指摘されてきた。例えば，
阪神・淡路大震災時のコミュニティの事例調査１０）や，新潟県中越・中越沖地震
の際に実施された統計及び事例調査から１１），そのことが示されている。そのた
めここでの問題関心は，第一に，回答者で何らかの地域活動に参加している群
と何も参加していない群との間には，避難所運営に対する意識に違いがあるの
かという点にある。第二に，参加群については，活動の種類によって違いが見
出されるかという点にある１２）。

１０）倉田（１９９９：３―２１）は阪神・淡路大震災における西宮市の４つの異なるコミュ
ニティの対応事例の比較を行っているが，地域の組織力の差が示されており興
味深い。

１１）松井（２０１１a：１１３―１１４）は「中越沖地震後の生活についてのアンケート」にお
いて，地震前の町内会活動（活発・不活発）と地震時の町内会活動（機能した・
機能しない）の関連を示している。また，小林（２０１０）はインタビュー調査に
もとづき，避難所の取り組みを時間軸に沿って描き，地域コミュニティによる
運営が可能となった背景を考察している。

１２）渡辺（２００８）では，障害者の地域での統合を推進するための地域活動への参
加について，活動の種類ごとに機能的な相違があることが，見出されている。
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⑴ 避難所の望ましい運営主体
図８に示すように，避難所の望ましい運営主体として「自助中心」を選択し

た比率は，「活動不参加」群では２３％であった。何らかの地域活動に参加して
いる他の４群と比較すると，際だって低い。反対に「公助中心＋一貫公助」が
５２％で最も多くなっており，行政への依存傾向が強いことがみてとれる。「活
動不参加」群との対極にあるのが「公民館の講座」の参加群である。「自助中
心」は４６％と不参加群の２倍に上り，「公助中心＋一貫公助」は３６％と少ない。
地域活動の種類によっても差がみられる。一見，意外なようであるが，「自

治会」の参加群よりも，「福祉ボランティア」や「公民館の講座」の参加群の
方が，むしろ学校区の住民による「自助中心」志向が強い。また，震災ボラン
ティアやNPOを活用しようとする「共助中心」志向は，「福祉ボランティア」
の参加群よりも，「公民館の講座」の参加群のほうがやや多くなっている。そ
の結果，「一貫公助」が最も低いのは，自助とともに共助を活用しようとする
「公民館の講座」の参加群であった。

⑵ 避難所への協力意向
図９によれば，避難所に「運営スタッフとして参加」するとしているのは，

「活動不参加」群では７％に過ぎない。加えて「積極参加」も１３％であり，他
の４群と比べて著しく低調である。
ただし，地域活動に参加している４群においても幅がある。「運営スタッフ

図８ 避難所の望ましい運営体制―地域活動の参加種類別―
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として参加」は「福祉ボランティア」の参加群のみが３４％と際だって高い。こ
のような格段のフットワークの軽さは，「福祉ボランティア」の参加群が日頃
から対人的な支援活動に慣れているためと考えられる。他の３群ではおおむね
同率で２割である。しかし，「運営スタッフ＋積極参加」の回答率を合わせた
場合には，差が存在する。すなわち「自治会」の参加群は４２％であり，「公民
館の講座」の参加群が５０％であるのと比べて，あまり積極的とはいえない。こ
の結果は，避難所の望ましい運営主体として，「自治会」の参加群に「自助中
心」志向が予想外に低かった（図８）こととも，整合的である。

⑶ 自治会参加者の消極性
避難所運営に対する意識について，地域活動への不参加群では参加群に比べ

て，行政依存が強く，避難所が開設された場合にも協力に積極的ではないこと
が予想される。この点は従来の知見とも一致する。しかし，他方で参加してい
る活動の種類によって，避難所に対する意識に常識的な予想とはやや異なる差
が見出された。第一に，なぜ「自治会」の参加群が学校区の住民による避難所
運営をあまり支持しておらず，運営への協力にもあまり積極的でないのだろう
か。第二に，なぜ「福祉ボランティア」の活動群が，震災ボランティアを活用
する避難所運営をそれほど支持していないのだろうか。
自治会活動の参加者については，一つには加入が半ば「自動的」となってお

り（倉沢 １９９０），他の活動ほど主体的に参加しているわけではない，という

図９ 避難所運営への協力意向―地域活動の参加種類別―
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理由が考えられよう。また，吉原（２０１１：２）によれば，町内会・自治会を土
台にした自主防災組織の組織率は近年，全国的に高まっているものの，それは
行政による過剰なテコ入れの結果であるという。実際に震災時に組織が機能す
るかどうかについては，疑問視されている。いずれにしても，各活動種別の活
動者については，もう少し詳細な分析を加える必要がある。

Ⅴ．避難所運営の課題と方策

はじめに本稿のこれまでの分析の結果を要約し，ここでの検討課題を示す。
まず第Ⅲ節では，震災時の避難所運営に対する意識は年齢による違いが大きい
ことが，明らかにされた。３０―４０歳代では避難所の運営に協力するかどうかで
は，仕事や育児を理由として消極的であった。しかし，避難所では年齢・性別，
要援護の別を考慮しつつ，運営委員会において多様なメンバーを選出すること
が不可欠である。そうでない場合には，子育て期の人や障害のある人など，欠
けているメンバーの視点を反映させることができなくなるからである。そこで
本節前半では，不参加となりがちな３０―４０歳代層についてさらに分析し，参加
を促進するための方策を検討することにしたい。
第Ⅳ節では第一に，東日本大震災の被災地・被災者への行動や意識と，自己

の居住地域の避難所運営に対する意識との間に，一定の関連を見出すことがで
きた。しかしながらその関連が，震災が与えた影響であるのか，それとも，避
難所運営への自助志向や協力意向の高い者が震災に際して協力的な行動・意識
を示したのか，その因果関係は特定できない。そして第二に，より大きな影響
力を持つのは日常的な地域活動であることが明らかになった。ただし，地域活
動の種類によって影響の仕方が異なることも示唆された。そこで本節後半では，
避難所運営に対する意識の違いがどのようにして生じたのかを分析し，望まし
い住民の体制を作り出す方策について検討することにしたい。

１．女性の参加の推進
⑴ 「参加できない理由」についての分析
仕事や育児などのために避難所の活動に参加できないと回答したのは，どの

ような人であろうか。本調査では独立した質問として不参加理由を尋ねていな
いため，ここでは３０―４０歳代の回答者の基本的属性から理由を探ることにした
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い。ただし，職業については選択肢が「フルタイム」「パート・アルバイト」「無
職」などの雇用形態による大雑把な分類であり，また，この年齢層の男性回答
者はほぼ１００％近くがフルタイムであったため，仕事を理由とした不参加につ
いては分析が困難であった。しかし，「同居家族の続柄」からは家族形態を類
型化することができたため，その違いを分析することとした。
図１０は避難所への協力意向①（自宅が無事で生活の継続が可能な場合）を，

男女別・家族形態別に示したものである。性別を比較すると男性よりも女性に，
参加できないという回答が多い。また，参加する場合であっても，継続的では
なく数回程度が多い。しかし，男女差もさることながら，家族形態の違いが大
きい。女性では「三世代家族」の場合，仕事・育児などで参加できないという
回答は１９％であるが，「核家族」の場合には２９％に上る。男性でも同様に，「三
世代家族」の場合には１０％であるが，「核家族」の場合には２４％と多い。自宅
が無事の場合には避難所へは通いとなるため，核家族では留守が生じ，参加へ
の制約が大きいと考えられる。それに対して，夫婦の親が同居している場合に
は，留守番や家事・育児などを分担してもらえるため，避難所への協力が容易
になるのである。
一方，図１１は避難所への協力意向②（自宅が損壊し，避難所で生活する場合）

について示している。それによれば，自宅での家事が不要となるためか，女性
では家族形態による差は消失する。そして，避難所が生活の場となる場合には

図１０ 避難所への協力意向：
①自宅が無事で生活の継続が可能な場合
―３０～４０歳代の男女別・家族形態別―
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性差が大きく現れている。「運営スタッフとして参加」する者は，男性に比べ
て女性では極めて少ないのである。
このような性差は，女性では社会的スキルが低いことを意味しているのであ

ろうか。図は省略するが，この設問における性差は５０歳代で小さくなり，６０歳
代では消滅している。したがって，社会的スキルというより，３０―４０歳代では
やはり家庭内の役割が女性には重いと考えられよう。
男性については，３０―４０歳代で三世代家族の回答者が２８人と少数であるため，

結果はやや控えめに解釈する必要があろう。しかし，三世代家族では核家族と
比べて，「運営スタッフ」としての参加が一層増加する。本調査では同居家族
の続柄について，夫方の親と妻方の親を区別していない。しかし，２０１０年国勢
調査からは夫婦の親がどちらの親であるかも区別できるようになっており，そ
れによれば全国平均では，夫方同居：妻方同居＝４：１である（鈴木 ２０１２：
６）。もし本調査でも同様に夫方同居が多いとすれば，自分の親と同居してい
る男性は，家族的な制約からもっとも自由に避難所運営に関われる存在と考え
られる。

⑵ 女性の参加を推進するための方策
避難所運営において子育て期の女性が運営スタッフから脱けてしまう可能性

があるが，震災への対応における女性の視点の重要性は，１９９５年に発生した阪

図１１ 避難所への協力意向：
②自宅が損壊し、避難所で生活する場合
―３０～４０歳代の男女別・家族形態別―

震災時に想定される避難所運営の課題

９５



神・淡路大震災の際にはそれほど大きな論点とはなっていなかった。その理由
は，「これまで日本では，防災や災害対応の分野は主に「男の世界」とみなさ
れていた」（松井 ２０１１b：６２）ためである。しかし，２００４年の新潟県中越地
震がきっかけとなり，国の第２次男女共同参画基本計画に「防災・災害復興」
が新たに盛り込まれ，ようやくこの分野にも女性の視点や参画が必要であるこ
とが認識されるようになった。
しかし，２０１１年の東日本大震災においても，避難所運営に女性が参加してい

ないことで，様々な問題が生じている。第一に，女性のプライバシーや安全性
が守られにくい。日常的にDV被害者支援の活動を行っているNPO法人の代
表・八幡悦子からは，衝立のない避難所の例が報告されている。それは資材の
不足が原因ではない。自薦の６０代男性リーダーは「皆さん私たちは家族です。
衝立はいらないですね」と語り，拍手しない少数の人々の意見は無視されたと
のことである（八幡 ２０１２：７）。また，女性の下着を安心して干す場所がな
い避難所が多く，男女共同参画の実現に取り組むNPO法人の代表・宗片恵美
子らは，洗濯ボランティアを立ち上げた（宗片 ２０１２：５２―５４）。
第二に，避難所の役割分担では固定的な性役割分業を押しつけられやすい。

数百人の食事三食を被災女性たちが早朝から夜間まで調理室に缶詰になって調
理するという避難所もあり，女性たちからは「負担が大きい。調理ボランティ
アを配置してほしい」という声も聞かれた（宗片 前掲書：４９）。
地域防災拠点（避難所）運営委員会に女性の意見を反映させる必要がある。

そのためには，女性の運営委員の選出が不可欠である。そして参加・参画を可
能にするには，家事・育児負担を軽減するためのボランティアの受け入れが是
非とも必要となる。

２．住民活動とボランティアとの接続
⑴ ボランティアの受け入れ問題
本調査では避難所の望ましい運営主体について尋ねたが，回答者全体では

「公助中心＋一貫公助」志向が４６％とほぼ半分を占めていたのに対して，「自
助志向」は３５％，「共助志向」は１７％と少なかった。最も適当なものを１つだ
け選択する回答形式によっていたため，公助に偏る結果が生じたと考えられる。
とはいえ，ボランティアを受け入れる共助の体制については，あまり考慮され

駿河台経済論集 第２３巻第１号（２０１３）

９６



ていないことがみてとれる。
ただし，これまでの震災においてもこのような事情は同じであった。新潟県

中越沖地震の３年後に松井らが「復興と地域生活」アンケートを実施したとこ
ろ，ボランティアの支援は「役に立った」としながらも，「抵抗感があった」
との回答も少なくなかった。ボランティアの受け入れが成功した事例では，自
治会役員が接続にあたり，住民に安心感を与えるなどの方策が取られたようで
ある（松井 ２０１１a：１９１―２０１）。東日本大震災において宮城県のある自治体で
は，外部からボランティアを受け入れることは異例であったという。「全国の
様々なNPO団体が支援の依頼を行ってきているが，原則，素性の不明な団体
はお断り」だったのである（仁平 ２０１２：１１６）。
そのため，地域と外部のボランティアとをつなぐ工夫が必要となるが，本調

査においてこの役割を果たす住民層はだれであろうか。「福祉ボランティア」
の参加群は望ましい運営主体について，「共助」志向が多いとはいえなかった。
むしろ比較的ボランティアの受け入れに柔軟だったのは，「公民館の講座」の
参加群だったのである。

⑵ 各活動参加者の特性
そこで各活動参加者について，もう少し詳細に分析することにしたい。まず，

４種類の活動の相互関連を調べてみたところ，「自治会の行事や活動」と「地
域の清掃や環境活動」は同時に選択されていることが多かった。他方，「福祉
ボランティア」や「公民館の講座」は相対的に独立していた。したがって，本
調査における住民は大枠では，自治会や清掃・環境活動などの「地縁系」，「福
祉ボランティア系」，「社会教育系」の３種類の活動層，及び，不参加層に分け
ることができるであろう。そして，このような分類にもとづき各活動者数の構
成割合を示すと，最大多数派は「地縁系」であり，全体の５７．８％が含まれる。
次いで，いずれにも参加していない住民が３９．５％であった。これに対して「福
祉ボランティア系」は１１．３％，「社会教育系」は１４．３％で少数であった（これ
らの比率は複数選択であるため，合計が１００．０％とはならない）１３）。
次に４種類のうちいくつの活動に参加しているかに注目すると，表５に示す

ように，「地縁系」は平均が２．１種類であるのに対して，「福祉ボランティア系」
は３．２種類，「社会教育系」は２．９種類と，約３種類の活動に参加していた。ま
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た，４種類の活動すべてに参加している者の比率は，「地縁系」では７．８％と少
数であるが，「福祉ボランティア系」では４０．１％，「社会教育系」では３１．６％で
あった。
このように「福祉ボランティア系」住民は最も多くの地域活動に参加してお

り，自治会においても中心層となっているであろうことが想像できる。このよ
うに捉えると，先の図８において「福祉ボランティア」の参加者が「自治会」
の参加者以上に「自助中心」を強く支持していた理由に，説明がつくのである。
また，「社会教育系」住民も複数の活動に参加している者が多く，「福祉ボラ

ンティア系」に近い。しかし，詳細を調べてみると，「地縁系」の活動からは
距離を取っている者が「福祉系ボランティア系」よりも若干多い。一方で，
３８．１％が重複して福祉ボランティア活動をしており，「社会教育系」は福祉ボ
ランティアと親近性が高い。このようなことから図９において，「公民館の講
座」の参加群は，他の群と比べて「共助中心」志向を持つことが相対的に多く
なった，と考えることができよう。

表５ 地域活動への参加者の特徴

住民の種類（Ｎ）
活 動 参 加 率

平 均
活動数

４種類すべて
に参加してい
る比率

自治会または
清 掃

公民館の
講 座

福祉ボラン
ティア

全回答者
（１，６０９） ５７．８％ １４．４％ １１．３％ １．２ ５．０％

地縁系
（９３０） １００．０％ ２１．１％ １８．０％ ２．１ ７．８％

社会教育系
（２３１） ８４．８％ １００．０％ ３８．１％ ２．９ ３１．６％

福祉ボランティア系
（１８２） ９１．８％ ４８．４％ １００．０％ ３．２ ４０．１％

１３）本調査は防災訓練参加者を対象としており，自治会による動員による者も多
かったため，「地縁系」が母集団におけるよりも過度に多く含まれている。筆者
らが飯能市地域福祉計画の策定の際に行った無作為抽出法による２００７年調査
データでは，活動層は地縁系が３５．５％，社会教育系が１２．６％，福祉ボランティ
ア系が９．１％，不参加層は５７．７％であった。

駿河台経済論集 第２３巻第１号（２０１３）

９８



⑶ 自助と共助の接続の方策
現在の飯能市における防災コミュニティの基盤は，どのように評価できるで

あろうか。表５の地域活動の参加状況から捉えれば，住民はほぼ一元的に「地
縁系」のネットワークに包摂されている。言い換えれば，「福祉ボランティア
系」や「社会教育系」の相対的独立性が低いといえる。しかし，これらの活動
の参加者が果たす役割は重要である。
「福祉ボランティア系」には，一般的に地縁における相互扶助を発展させた
タイプと特定のテーマを追求するタイプが存在する。このうち前者のタイプは
近隣社会との接続が良い。一方，後者のタイプは自治会や学校区を超え，自ら
のテーマに沿って，広く市内・市外の人々や団体とつながっている。外部との
接触が多い後者のボランティアは，震災ボランティア・NPOを地域に呼び込
み，前者のボランティアは学校区の住民とのつながりを可能にするであろう。
外部ボランティアの受け入れには，これら地縁型とテーマ型の２つのタイプの
ボランティアの存在と連携が必要である。
また「社会教育系」は学習への関心が高く，新しい公共に関わる考え方を摂

取することに積極的である。福祉問題やボランティアとの出会いは，福祉分野
における公共のあり方を模索する契機となるであろう１４）。
また，防災活動において自助と共助がうまくつながるためには，地域ネット

ワークにおける活動の重複参加者の存在が１つの鍵になると考えられる。そこ
には，ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）論の用語を用いれば，「橋渡
し」の機能が期待できるからである１５）。「地縁系」「福祉ボランティア系」「社
会教育系」の各参加者は独立して活動をしつつ，互いに接点を持ち情報交換や
知識の提供を行い，必要時には協同するネットワークを形成することが，防災
コミュニティの基盤構築のために必要である。
その方策は，第１に「社会教育」型住民の育成である。今日の公民館の講座

などには単発で講演会形式のものが多い。そのため，学習の成果を地域に還元

１４）実際に飯能市における介護系NPO・ぬくもり福祉会「たんぽぽ」は，公民館
での女性講座の受講が出発点であった。

１５）「結束型（bonding）」「橋渡し型（bridging）」「連結型（linking）」などのソー
シャル・キャピタルの機能については，西出（２００７），金谷（２００８）を参照。
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していくフィードバックの機能が弱い。今後は防災に関するワークショップな
どの参加者主体型の講座や連続講座などにより，参加者どうしの相互作用や修
了者による活動グループの立ち上げにつながるようなプログラムを増やしてい
くことが，有効であろう。ボランティア団体・NPOとしての活動のノウハウ
の伝達も必要である。
第２に福祉ボランティアでは，テーマ型の広域で活動するグループは従来，

地域との結びつきが弱かった。しかしながら，筆者らによる埼玉県西部地区５
市のボランティアを対象とした調査では，団体代表者の約３割が団体固有の
テーマにかかわらず，居住地の防災・震災活動に協力する意向を示していた
（渡辺 ２０１２：１１４）。一人暮らし高齢者を対象とした会食ボランティアや子ど
もや障害を持つ人との交流ボランティアは，炊き出しや子どもや障害を持つ人
などの要支援者への対応など，避難所でも必要とされる場面が数多く予想され
る。これら外部の福祉ボランティア団体・NPOと地域との円滑な接続のため
のマニュアル作りなどが，必要となる。
これらの方策には近隣社会レベルの努力や工夫ではなく，行政の社会教育部

門や市町村社会福祉協議会・ボランティアセンターの役割と考えられるものも
少なくない。多様な地域活動集団の活性化や接合には公的な部門などによる仕
掛けも必要であろう。

［謝辞］本論文は，日本学術振興会科学研究費補助金「東日本大震災における
遠隔地からのボランティアの費用と便益に関する研究」（２０１２～２０１４年度，基
盤研究⒞）の１年次成果の一部である。調査の企画と実査の準備にあたっては，
飯能市危機管理室の池田吉男室長から助言と調整をしていただいた。また，実
施にあたっては，飯能市教育委員会並びに市立小学校，市立行政センター，防
災訓練参加者の皆様のご協力を得た。記してお礼を申し上げたい。
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